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損益の状況（単体）

自己資本比率の状況（単体・連結）
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●経常利益
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●自己資本比率
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差し引いたもので、銀行本来業務の収益力を表す指標として一般的に用いられています。
預貸金業務などによる“資金利益”や投資信託等の販売手数料などの“役務取引等利益”などを含む“業務粗利益”から“経費”を

実質業務純益 業務粗利益 経　　　費＝ －

コア業務純益 実質業務純益 国債等債券損益＝ －

業務純益

自己 資 本 比 率 100＝ ×
自己資本（ 資本金など）
リスク度合を考慮した資産

銀行の健全性を示す指標のひとつです。
国内基準で4％以上を維持することが求められています。

自己資本比率

用語説明

　当行は、株主の皆さまへの利益還元につきまして、適正な内部留保の充実による財務体質
の強化と安定的な配当の継続実施を基本方針としています。
　具体的には、1株につき年間5円の安定配当をベースに連結当期純利益の25％程度を利益
還元額の当面の目安とし、その時々の経済情勢や財務状況、業績見通し等を勘案しつつ、実
施することとしています。
　この方針に基づき、平成26年度は、以下のとおり利益還元を行いました。
①自己株式の取得
　株主の皆さまへの利益還元の充実及び長崎銀行・西日本信用保証との株式交換に用いる株
式を調達するため、以下の内容で自己株式を取得しました。　
①取得した株式の種類	 普通株式
②取得日	 平成26年11月11日～平成27年3月24日
③取得した株式の総数	 14,045,000株
④株式の取得価額の総額	 4,999,752,004円

②増配の実施
　平成26年度の期末配当は、従来予想の2円50銭から1円50銭増配し、4円としました。こ
の結果、平成26年度の1株当たりの年間配当金は、中間配当とあわせて6円50銭となりました。

【還元総額と総還元性向の推移】
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株主の皆さまに対する利益還元に努めています。
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不良債権の状況（単体）

貸出金の状況（単体）

※�中小企業…資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業、物
品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等

預金・預り資産の状況（単体）

●不良債権比率

金融再生法開示債権比率（％）
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破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権
債務者が、経営破綻の状態には至っていないものの、財務状態・
経営成績が悪化し、契約通りの返済を受けることができなくなる
可能性の高い債権

要管理債権
3か月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権

用語説明 ～金融再生法による開示債権の定義～

破産・会社更生・再生手続等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

●総貸出金の地域別内訳 ●総貸出金の企業規模別内訳
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●預金（譲渡性預金を含む）の地域別内訳 ●預り資産（投資信託・個人年金保険・一時払終身保険）の地域別内訳
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